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令和８年市議会９月定例会議案 

所 管 番   号 案            件 

安 心 報告第 ９号 令和７年度知立市一般会計継続費精算報告書について 

下 水 報告第１０号 令和７年度知立市下水道事業会計継続費精算報告書につ

いて 

財 務 報告第１１号 令和７年度健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率

について 

政 策 報告第１２号 令和７年度知立まちづくり株式会社決算について 

 議案第３９号 令和８年度知立市一般会計補正予算（第３号） 

市 民 議案第４０号 知立市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

福 祉 議案第４１号 知立市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条

例 

こども 議案第４２号 知立市児童クラブの実施に関する条例の一部を改正する

条例 

環 境 議案第４３号 知立市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を

改正する条例 

建 築 議案第４４号 知立市地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例の一部を改正する条例 

土 木 議案第４５号 調停の申立てについて 

水 道 議案第４６号 令和７年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について 

 議案第４７号 令和８年度知立市一般会計補正予算（第４号） 

国 保 議案第４８号 令和８年度知立市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号） 

長 寿 議案第４９号 令和８年度知立市介護保険特別会計補正予算（第１号）

国 保 議案第５０号 令和８年度知立市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１号） 

 認定第 １号 令和７年度知立市一般会計歳入歳出決算認定について 

国 保 認定第 ２号 令和７年度知立市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認

定について 



 

 

所 管 番   号 案            件 

財 務 認定第 ３号 令和７年度知立市土地取得特別会計歳入歳出決算認定

について 

長 寿 認定第 ４号 令和７年度知立市介護保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

国 保 認定第 ５号 令和７年度知立市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について 

水 道 認定第 ６号 令和７年度知立市水道事業会計決算認定について 

下 水 認定第 ７号 令和７年度知立市下水道事業会計決算認定について 

 



報告第９号 

 

   令和７年度知立市一般会計継続費精算報告書について  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定に基づき定めた

継続費の金額を、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項

の規定により別紙のとおり報告する。  

 

  令和８年９月７日提出  

 

知立市長 石 川 智 子  

 

 





報告第１０号 

 

   令和７年度知立市下水道事業会計継続費精算報告書について 

 

 令和７年度知立市下水道事業会計継続費精算報告書を、地方公営企業法施行令（昭

和２７年政令第４０３号）第１８条の２第２項の規定により報告する。 

 

  令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

 

 

 





報告第１１号 

 

   令和７年度健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項に規定する健全化判断比率及び同法第２２条第１項に規定する公営企業の資金

不足比率を次のとおり報告する。 

 

  令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

１ 健全化判断比率 

（単位：％） 

比率名 健全化判断比率 早期健全化基準 

実質赤字比率 － １２.７３ 

連結実質赤字比率 － １７.７３ 

実質公債費比率 ２．０ ２５.０ 

将来負担比率 － ３５０.０ 

 備考 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負

担比率が算定されない場合は、「－」を記載する。 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

（単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － ２０.０ 

下水道事業会計 － ２０.０ 

 備考 資金不足比率が算定されない場合は、「－」を記載する。 

 

 



報告第１２号 

 

令和７年度知立まちづくり株式会社決算について 

 

 知立まちづくり株式会社の経営状況を説明する書類を、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に準じ、別紙のとおり報告する。 

 

  令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

 

 

 



議案第４０号 

 

知立市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

 

知立市認可地縁団体印鑑条例（平成５年知立市条例第２４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１号中「第１９条第１項第１号へ」を「第１８条の３第１項第６号」に

改める。 

第４条中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

第１２条第１項中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地方自治法施行規則の一部改正に伴い必要があるからで

ある。 



議案第４１号 

 

知立市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

知立市個人番号の利用に関する条例（平成２７年知立市条例第３１号）の一部を

次のように改正する。 

別表第１中１２の項を削る。 

別表第２中１２の項を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律の一部改正に伴い必要があるからである。 



議案第４２号 

 

知立市児童クラブの実施に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市児童クラブの実施に関する条例の一部を改正する条例 

 

知立市児童クラブの実施に関する条例（平成２８年知立市条例第１６号）の一部

を次のように改正する。 

別表備考第１項中「土曜日」の次に「、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日」を加える。 

附 則 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の知立市児童クラブの実施に関する条例の規定による利

用の申請その他の準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、児童クラブの祝日開所のため必要があるからである。 



議案第４３号 

 

知立市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

 

知立市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（昭和４８年知立市条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「第３項」を「第４項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部改正に伴い必

要があるからである。 



議案第４４号 

 

知立市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子 

 

知立市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

知立市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成２２年知立市

条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「同項に規定する数値に満たない高さの部分を有する建築物で、

その部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の２分の１未満であるも

の」を「次に掲げる建築物」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 前項に規定する数値に満たない高さの部分を有する建築物で、その部分の水

平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の２分の１未満であるもの 

(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第６項に規定する都市計画

施設の区域内における建築物 

(3) 高架の工作物内に設ける建築物 

別表第１上重原地区整備計画区域の項中「（昭和４３年法律第１００号）」を削

り、同表に次のように加える。 

八 橋 山 田 谷 地

区 整 備 計 画 区

域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示された西三河都市

計画八橋山田谷地区計画において地区整備計画が定められた区

域 

別表第２中 

 



「         「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        を         に改め、同表に次のように加える。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

      」         」 

 

 

 

 

 

 

 

 

物置、車庫

その他これ

らに類する

用 途 に 供

し、軒の高

さが２．５

ｍ以下で、

かつ、外壁

等の距離の

限度に満た

ない部分の

床面積の合

計が１０㎡

以内の建築

物等 

物置、車庫

その他これ

らに類する

用途に供す

る建築物等

で、次のい

ずれかに該

当するもの

(1) 外壁を

有しない

もの 

(2) 軒の高

さが２．

５ｍ以下

で、外壁

等の距離

の限度に

満たない

部分の床

面積の合

計が１

０㎡以内

のもの 



八橋山

田谷地

区整備

計画区

域 

 法別表第２（い）項

第１号から第３号ま

で、第６号及び第８

号から第１０号まで

に掲げる建築物以外

の建築物 

１００ ２００ １．０ ０．５ 物置、車庫

その他これ

らに類する

用途に供す

る建築物等

で、次のい

ずれかに該

当するもの 

(1) 外壁を

有しない

もの 

(2) 軒の高

さが２．

５ｍ以下

で、外壁

等の距離

の限度に

満たない

部分の床

面積の合

計 が１０

㎡以内の

もの 

 １０

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

提案理由 

この案を提出するのは、地区整備計画において、建築物に関する制限の緩和規定

の整備及び区域の追加に伴い、適正かつ合理的な土地利用を図り、健全な都市環境

を確保するため必要があるからである。 



議案第４５号 

 

   調停の申立てについて 

 

 次のとおり調停を申し立てるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１２号の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

１ 相手方 

  水路が存在する土地の所有者 

２ 申立ての趣旨 

 相手方所有地に存在する水路（以下「本件水路」という。）の維持管理方法等

について、円満に調整するとの調停を求めるもの 

３ 申立ての理由 

 相手方は、平成２６年１０月に、本件水路にかかる諸費用を市に請求したこと

を発端として、主として本件水路のために相手方所有の土地の利用が妨げられて

いることの不満を主張して市に対して種々の要求をしてきており、市は、可能な

限りの解決案を提案しながら断続的に協議を重ねてきたものの、交渉の度に相手

方の要求が変化するため交渉はまとまらない状況である。さらに、相手方は、令

和９年６月には本件水路自体を遮断すると主張しており、本件水路の上流にて越

水が起こるなど周辺住民の生活に著しい影響が及ぶことが懸念されることから、

本件水路の維持管理方法等について協議を成立させるため、調停を申し立てるも

のである。 

４ 申立て後の方針 

(1) この調停において必要があるときは、適当と認める条件で相手方と調停を成

立させるものとする。 

(2) この調停が不調になった場合又は必要があるときは、相手方による水路遮断

を防止するための仮処分を申し立て、及び本案訴訟を提起するものとする。 

 



提案理由 

この案を提出するのは、水路の維持管理方法等について相手方との協議を成立さ

せるため必要があるからである。 



議案第４６号 

 

   令和７年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 令和７年度知立市水道事業会計未処分利益剰余金９３１，５５７，８６７円のう

ち、９６，２３５，０００円を減債積立金に積み立て、３０６，１８０，６４７円

を資本金に組み入れて、残余を翌年度に繰り越すため、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月７日提出 

 

知立市長 石 川 智 子  

 

提案理由 

 この案を提出するのは、令和７年度未処分利益剰余金の一部を処分し、減債積立

金に積み立て、及び資本金に組み入れるため必要があるからである。 

 


